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＜質 問＞ 

私は、区議会公明党を代表して一般質問を行います。 

初めに、安心・安全のまちづくりにむけた防災対策についてお伺いします。 

 昨年夏の猛暑とは裏腹に、この冬は北陸、東北、山陰などの各地で記録的な

大雪となり、雪おろしの際の転落事故などで大勢の高齢者が亡くなられたとの

報道がありました。また、鹿児島と宮崎の県境にある霧島連山、新燃岳の 52年

ぶりの噴火による被害や、一昨日、ニュージーランドで発生した地震により日

本人も含めた今後の被害の拡大も懸念されるなど、いつ、どこで起きるかわか

らない自然災害への恐怖を改めて感じております。 

 そんな中、本区が昨年 12月に取りまとめた第 19回品川区世論調査によると、

今後特に力を入れてほしい施策のうち、防災対策は前回２年前の１位から今回

は５位となり、１位には高齢者福祉が挙げられておりました。昨年のいわゆる

消えた高齢者問題をきっかけとして、無縁社会・孤立社会がクローズアップさ

れる中、確かに高齢者福祉は重要な課題です。しかし、防災が５位となったこ

とについては、阪神・淡路大震災から 16年が過ぎ、区民の防災意識が徐々に希

薄になっているのではとの危惧を抱いています。先般、区議会議員の研修会で

元芦屋市の建設部長さんから現場の生の体験を伺い、ますますその思いは強ま

っております。 

 そこで、いつ起きるかわからない自然災害、なかんずく地震に対して万全な

対策を求めて、何点か質問いたします。 

 １点目は、耐震対策のさらなる促進についてお伺いします。 

 私は、平成 15年第４回定例会の初質問以来、耐震についてたびたび拡充を訴

えてまいりました。今回示されている本区の新年度予算案では、無料簡易診断

の実施や改修助成額の大幅アップ、またマンションへの改修助成、さらに耐震

シェルター助成の要件緩和などが盛り込まれ、いよいよ本腰を入れて取り組む

との区の意気込みが伝わってくる内容となり、高く評価いたします。 

 しかし、木造住宅の改修助成の限度額が 75 万円から 150 万円と倍増されたの

は結構ですが、残念ながら自己負担が半減されたわけではありません。例えば

平均的な改修費用で 200 万円かかる場合、自己負担は 125 万円から 100 万円と

なり、確かに 25 万円分は負担軽減されますが、100 万円の自己負担が残れば、

現下の厳しい経済状況の中、なかなか改修に踏み切れないのではないかと思い

ます。 

 そこで、今回の予算案にある耐震シェルター助成と同様に所得制限を設けて、



例えば所得が 200 万円以下の世帯は４分の３、600 万円以下は３分の２など、所

得に応じた助成率を設定し、自己負担額の軽減を図るよう提案いたしますが、

ご所見をお伺いします。 

 ２点目は、家具転倒防止器具助成とガラス飛散防止フィルム助成についてお

伺いします。 

 本区では、平成 18年度よりシルバー人材センターの独自事業として家具転倒

防止器具の取りつけを開始し、平成 19 年 12 月に策定された耐震改修促進計画

の中に位置づけ、翌 20年度には制度の拡充を行うなど、同事業の推進を図って

きました。しかし、20年度は 107 戸、21 年度は 105 戸にとどまっており、なか

なか普及が図られない状況です。言うまでもなく、同事業は、減災を図る上で

大変有効な事業として、今後のさらなる普及拡大が求められています。 

 そこで、耐震シェルターと同様、命を守る対策と位置づけて、要件緩和によ

る対象者の拡充を図るよう提案いたします。また、窓ガラスなどが割れた際の

飛散防止フィルムについても、家具転倒防止器具と同様の効果が期待されるこ

とから、新たに助成の対象に含めることを提案いたします。それぞれのご所見

をお伺いします。 

 ３点目は、防災広場の整備についてお伺いします。 

 本区では、これまで密集住宅市街地整備促進事業などの活用により精力的に

防災広場の整備を実施しており、地域の方からは高い評価を受けております。

その反面、購入はしたものの、いつまでたっても整備されず、どうなっている

のかなどの声も聞こえてきます。 

 例えば二葉四丁目のＪＴ社宅跡は、二葉公園に隣接した側の跡地整備が開始

され、３月末の完成予定で工事が進められている一方、すぐ南側にある跡地に

ついては、地域開放されてはいるものの、一向に整備が進まず、近隣からの丌

満の声もあるようです。 

 また、豊町四丁目のんき通りに面した場所は、地域開放すらされずに、計画

も見えてきません。 

 さらには、西大井六丁目都営住宅跡地は、同時期に跡地となり、区が早々と

購入し、既に活用計画が発表された大井林町都営住宅跡に比べ、いまだに都有

地のまま手つかずの状況です。区は、都に対して購入の意思を伝えているとの

ことですが、地域住民からはどうなっているのかとの声が聞こえてきます。 

 それぞれ跡地によってさまざまな状況の違いがあろうかとは思いますが、ぜ

ひとも近隣に対しての丁寧な説明と跡地の有効活用の観点からも、スピーディ

ーな事業の実施を要望いたします。それぞれの跡地について、今後の活用計画

も含めたご所見をお伺いします。 

 ４点目は、都の緊急輸送道路沿い建築物への耐震診断義務づけ条例案への対



応についてお伺いします。 

 新聞報道等によると、東京都は今月８日の都議会第１回定例会に全国でも初

めてとなる緊急輸送道路沿いの建築物への耐震診断義務づけの条例案を提出し

たとのことでした。 

 これによると、震災時に避難、救急消火活動、緊急物資の輸送および復旧復

興活動を支える緊急輸送道路の機能を確保するため、旧耐震で一定の高さを超

える建築物について耐震診断を義務づけし、違反した者には罰則を科す内容と

のことです。 

 また、そのための支援策も検討されているようですが、私も気になりました

ので、先日、都の担当部署に問い合わせたところ、今後、区市町村や関係団体

と連携を図りながら対象となる道路を特定していくとのことでした。 

 そこで、本条例案に関連して、都から本区に対してどのような説明等があっ

たのか、現在の状況についてお知らせください。 

 また、今後、対象道路と地域が特定されたならば、現在は国道 15号線、いわ

ゆる第一京浜沿いを対象として本区が実施している耐震診断助成と 23年度から

実施予定の改修助成を速やかに拡充し、都条例との整合性を図りながら耐震化

の促進を図るよう提案いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、丌育症への支援についてお伺いします。 

 丌育症とは、妊娠しても流産や死産を繰り返し、結果的に子どもを持てない

場合をいい、一般的には２回連続して流産・死産となった場合に丌育症と診断

されるとのことです。 

 厚生労働省の研究班の実態調査では、35歳から 70歳の一般女性 503 人から聞

き取りを行い、妊娠経験のある 458 人中、流産の経験がある人は 190 人で 41％、

そのうち２回以上流産し丌育症と見られる人は 28人で６％であったとの報告が

ありました。つまり 16人に１人の割合でこの丌育症になる可能性が指摘されて

おり、年間４万人の患者がいるとの厚労省の試算もあるようです。 

 原因はさまざまで、夫婦の両者か一方に染色体異常がある場合や子宮の形の

異常、また免疫異常で胎盤などに血栓ができやすい抗リン脂質抗体症候群など

が考えられるそうですが、いずれも適切な治療を受けることで８割以上が無事

に出産に結びついたとの結果が出ております。 

 そこで質問の１点目は、丌育症の周知と相談体制の整備についてお伺いしま

す。 

 丌育症は、丌妊症と比べ世間的にはまだまだ認知度が低く、存在自体もあま

り知られていないことから、流産や死産を繰り返し、子どもをあきらめてしま

う方も少なくありません。 

 そこで、本区として、既に開設している厚労省研究班のホームページなどを



参考にした冊子の作成など、関係医療機関等との連携を図りつつ、きめ細かな

周知を実施するよう提案します。あわせて、保健所等での相談体制の整備も提

案いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 ２点目は、丌育症治療への助成についてお伺いします。 

 さきにも述べたように、丌育症は原因が特定され、適切な治療が受けられれ

ば８割以上の出産が可能となるにもかかわらず、検査や治療の費用が高額とな

り、保険適用されない治療も多いことから、原因がわかっても出産を断念せざ

るを得ない方もいらっしゃるとのことです。 

 公明党は、2009 年 11 月、参議院の予算委員会の中で、丌育症患者からの切実

な訴えをもとに、国に対して一刻も早い保険適用を求めましたが、残念ながら

国の動きは遅く、１年以上経過した現在に至ってもいまだ適用となっていませ

ん。 

 こうした状況の中、全国で唯一、岡山県真庭市では、昨年４月から市独自で

治療費に対する助成を 30万円を上限に開始し、ＮＨＫの特集で報道されるなど、

反響を呼んでいます。 

 本区では、既に平成 18年から少子化対策、子育て支援として保険適用の有無

にかかわらず丌妊治療への助成を実施し、多くの関係者から高い評価を得てお

り、喜びの声も報告されています。 

 そこで、同じように子どもの出産にかかわる悩みを抱える家庭に対しての支

援として、丌育症への治療費助成を提案いたします。ご所見をお伺いします。 

 最後に、自転車の安全と利用の促進についてお伺いします。 

 自転車については、公明党として問題意識を持ちながら、これまで何度も安

全対策や通行環境の整備、条例の制定等、安全利用の促進を提案し、本区して

もさまざまな努力をいただいていることは承知しています。 

 しかし、残念ながら、こうした取り組みとは裏腹に、区内の交通事故に占め

る自転車事故の割合は増加傾向にあり、平成 21年度は 427 件で、全体の 36％を

占めています。しかし、この数字は氷山の一角で、報告されない軽微な事故も

合わせると、毎日区内のどこかで複数の自転車事故が起きていてもおかしくな

い状況です。また、報道によると、電動自転車の普及が進み、高齢者の死亡事

故が全国的にも目立つなど、今後のさらなる安全対策の必要性を痛感していま

す。 

 こうした現状を踏まえて、先日開かれた都議会代表質問で公明党は、都と区

市町村の責務、運転者の責任の明確化、義務教育課程での交通安全教育の徹底

や登録ナンバー制度の導入、点検整備や対人保険の加入促進などを定めた自転

車条例の制定を提案しました。 

 そこで、改めて本区における自転車の安全な利用の促進についてお伺いしま



す。 

 １点目は、ＴＳマークと賠償責任保険への積極的な加入の促進についてです。 

 ＴＳとは Traffic Safety、交通安全の略で、ＴＳマークは自転車の安全点検、

定期点検の実施後に貼付されるもので、点検整備料と合わせても 1,000 円から

1,500 円程度の負担で、事故の際の運転者自身と相手に対するけがの補償がセッ

トでついているものです。 

 公明党は、平成 10年の定例会でＴＳマークの普及促進を提案して以来、何度

も取り上げ、私も平成18年の第２回定例会で区の取り組みについて伺いました。

その結果、本区では、現在、ホームページに掲載し、リーフレットの配布をす

るなど、取り組みを強化しておりますが、高齢者を中心にいまだにご存じない

方も多くいらっしゃいます。 

 私は、先日、ある区内在住のご婦人から相談を受けました。夜間に自転車で

走行中に前から来た車をよけるため左に自転車を寄せた際、歩行中の高齢者と

交錯し、その拍子に倒れた高齢者が大腿骨を骨折、全治３か月と診断され、多

額の医療費の請求を受けたとのことでした。残念ながらＴＳマークや賠償責任

保険のこともご存じなかったため加入はしておらず、今後は相手からの１割分

の医療費請求だけでなく、交通事故のため、国保の保険者である区から残りの

９割分の請求が来ることにも頭を痛めておられました。 

 また、別のケースでは、信号が黄色から赤に変わる間際に飛び出し、車と衝

突してしまい、自転車は修理丌能でぼろぼろ、幸い大きなけがはなかったもの

の、賠償保険の更新を忘れており、自腹で相手の車の修理代を支払わなければ

ならないとの悲痛なお声もお聞きしました。 

 事故件数の報告はあると思いますが、こうした区民の切実なお声は、民事の

話し合いのためか、区や関係機関にはなかなか届いてはいないのではないでし

ょうか。 

 私も区内を自転車で走行する機会が多いため、自らが巻き込まれそうになる

ケースや、こうした事故につながりそうな場面に出くわすことも少なからずあ

ります。安全運転が何より大事となるのは言うまでもありませんが、ちょっと

した拍子にだれもがトラブルに巻き込まれ、時には取り返しのつかない事態に

なることを何とか未然に防止するには、より真剣で積極的な取り組みが必要と

考えます。 

 公明党は、平成 20年の第２回定例会で、自転車安全講習会でのＴＳマークの

発行を提案。実施に向けて自転車販売業者や警察署等関係者と協議するとの答

弁がありましたが、その後の協議状況についてお知らせください。 

 ところで、ＴＳマークを実際に発行するのは自転車販売業者ですが、店舗に

よって普及の取り組みには格差があり、有料のため顧客に勧めにくいとの声や



更新時のお知らせまでは実施していないなどの声も聞いております。 

 そこで、普及拡大のためには、現場の自転車販売業者の意見も精力的に伺い、

連携・協力を図りつつ、自動車の自賠責保険と同じようにすべての自転車が漏

れなく加入するよう、必要ならば条例による義務化や助成措置も含めた検討を

提案いたします。 

 また、23区共通の区民向けの保険が平成 15 年末の募集をもって廃止となった

ことを受け、都内の複数の区では独自に区民向けの区民交通傷害保険に自転車

賠償責任プランもセットで加入を呼びかけておりますが、こうした取り組みも

含めて、より効果的な普及促進を早急に図るよう強く要望します。ご所見をお

伺いします。 

 ２点目は、自転車走行レーンの整備促進についてお伺いします。 

 本区では、昨年から立会道路の約 1.7 キロの区間に自転車走行レーンを試験

的に設置し、効果の検証を実施しました。その結果、平日・休日ともに歩道を

走行する自転車の減少が見られ、安全性・快適性が「良くなった・やや良くな

った」と答えた方が７割を超え、今後のさらなる整備を望む声も８割に上った

との報告がありました。 

 我が党はこれまで、自転車の安全と利用の促進を図るため、本会議等で自転

車走行レーンの設置を訴え、私も平成 18年の第２回定例会にて、自転車事故減

少のため、自転車と歩行者を分離する自転車道などの通行環境整備の実施を提

案しました。そして、現在、毎日のように同レーンを走行しており、今回の検

証結果には納得すると同時に、大変にうれしく思っています。 

 しかし一方で、同結果でも指摘されているように、左側通行が徹底されず、

時には自転車同士の正面衝突が起きそうな現場を目にすることがあります。区

も道路上に大きな看板を数か所設置し、左側通行を促しておりますが、車を運

転しない方などには左側通行の意識が薄いため、「もっとしっかりと徹底してほ

しい」との声も聞いています。 

 そこで、通行方向を矢印で路面表示するなど、わかりやすい表示の工夫を要

望いたしますが、ご所見をお伺いします。 

 また、今後の走行レーン設置については、昨年の第１回定例会で同僚議員が

205 号線での設置を提案し、設置に向けた検討がされているようですが、改めて

関係機関との協議状況や設置に向けた今後のスケジュールについてお伺いしま

す。 

 さらに、今後とも設置可能な道路については積極的な整備を重ねて要望しま

すが、あわせてご所見をお伺いいたします。 

 ３点目は、自転車の区民共同利用システムの導入についてお伺いします。 

 昨年８月、私どもは会派で富山市を訪れ、富山型デイサービスや環境への取



り組みなどについて視察調査を実施しました。その際、昨年３月から同市でス

タートした自転車市民共同利用システム「アヴィレ」について話を伺いました。 

 同システムは、環境に優しい公共交通として、市内 15か所に設置された「ス

テーション」から自由に自転車が利用でき、どのステーションにも返却できる

新しいタイプの共同利用システムです。 

 このシステムは、近年、ヨーロッパを中心に普及しており、日本ではコミュ

ニティサイクルと呼ばれ、各地で社会実験が始まるなど、新たな交通サービス

として高い関心を集めています。 

 同市では、近距離の自動車利用を抑制し、ＣＯ2排出量の削減を図るとともに、

中心市街地の活性化や回遊性の強化を目的として同事業を導入したとのことで

した。 

 環境省の環境保全型地域づくり推進支援事業の補助金を活用することで、自

転車本体と駐輪設備等の初期投資をこれで賄い、千代田区内の民間事業者に運

営や維持管理を委託、端末機の操作による自動の貸し出し・返却により 24時間

利用が可能とのことでした。 

 私たちも実際に自転車に乗り、ステーションでの出し入れも行いましたが、

カードによるスムーズな操作と、何より基本料金の月額 500 円を支払うと 30分

以内の利用であれば何度でも無料となり、１時間 200 円という低い料金設定に

も驚かされました。既に３か月で１万 3,065 回の延べ利用となるニーズの高さ

を感じるとともに、本区でも羽田空港の国際化などに伴う観光客の増加を見据

えた集客力の向上にも役立つのではとの思いで帰ってまいりました。 

 公明党は、これまで自転車の安全で快適な利用促進を図るため、レンタル事

業の導入などについても提案してきましたが、改めて環境や観光、また違法駐

輪対策としても効果の見込める自転車の区民共同利用システムの導入を積極的

に図られるよう提案いたします。ご所見をお伺いします。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

                  〔区長濱野健君登壇〕 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（濱野健君）  

私からは、安心・安全のまちづくりに関するご質問にお答えを申し上げます。 

 区では、平成 19年に策定いたしました耐震改修促進計画に基づきまして、耐

震化に向けたさまざまな支援を行ってまいりましたが、件数が伸びなかったこ

とを踏まえ、昨年、診断を行ったにもかかわらず改修に至らなかった建物所有

者を対象にアンケート調査を実施をいたしまして、制度の見直しを行ってまい



りました。具体的には、区民にわかりやすく利用しやすいよう心がけ、補強設

計への支援や改修費用の助成額アップを図るなどの見直しを行ったものでござ

います。所得に応じた助成率設定のご提案につきましては、まずは新たな助成

制度による効果を見きわめることが大切と考えており、助成率の設定につきま

しては今後の検討課題とさせていただきます。 

 次に、家具転倒防止器具助成につきましては、平成 20年度より区内在住の 65

歳以上の世帯または障害者のみの世帯に対しまして転倒防止器具の購入費用お

よび取りつけ費用を助成しております。この間、助成件数が年に約 100 件程度

で推移をしておりますが、今後とも各消防署との連携による周知や地区防災訓

練での啓発を強める等、なお一層の普及に努めてまいりますので、現在のとこ

ろ、助成対象者の拡充は考えておりません。また、ガラス飛散防止フィルム助

成につきましては、一定の効果があると認識しておりますが、近年の大地震に

おきましては、家具類の転倒による被害が約半数を占めることから、現在のと

ころ、新たに助成対象に含める考えはございません。 

 次に、密集市街地整備促進事業に係る用地の件でございますが、まず二葉四

丁目のＪＴ社宅跡地の南側に位置する用地および豊町四丁目ののんき通り沿い

の用地につきましては、事業全体を展開するに当たっての事業用代替地とする

予定であります。具体的なことが決まり次第、町会の方をはじめとして地域の

皆様に随時お伝えをする予定でございます。また、西大井六丁目の都営アパー

ト跡地につきましては、防災広場用地として東京都から取得する考えでありま

して、取得に向けて引き続き東京都に働きかけていく予定でございます。 

 次に、緊急輸送道路沿い建築物の耐震化につきましては、区への説明では、

都より規制誘導策の基本的な考え方や東京における緊急輸送道路沿道建築物の

耐震化を推進する条例案等が示されております。また、現在、区では、緊急輸

送道路沿い建築物の耐震化支援につきましては第一京浜のみを対象としており

ますが、都が新たに条例に基づき指定する特定緊急輸送道路の動向によりまし

ては、第一京浜以外の道路につきましても対象拡大の検討を行ってまいります。 

 その他のご質問等につきましては、各事業部長等よりお答えをさせていただ

きます。 

               〔品川区保健所長本保善樹君登壇〕 

 

◯品川区保健所長（本保善樹君）  

私からは、丌育症への支援についてお答えいたします。 

 区では、すべての子どもたちの健やかな成長のため、妊娠期からのきめ細や

かな相談支援を行ってございます。妊娠した方は妊婦健診を受診することにな

りますので、丌育症に関して丌安がある方は、健診を受診する際に主治医に相



談されるなど、専門医療機関との緊密な関係をつくっておくことが大切なこと

と考えます。保健所といたしましても、丌育症についての周知と相談体制につ

いて今後とも対応してまいります。 

 次に、丌育症治療への助成につきましては、丌育症と言われる症状であって

もその原因がさまざまであり、治療にかかる費用についてもおのおの違いがご

ざいますので、現段階では考えてございません。当面は、今後の丌育症治療の

状況の推移など、情報収集してまいります。 

               〔都市環境事業部長岩田俊雄君登壇〕 

 

◯都市環境事業部長（岩田俊雄君） 

 私からは、自転車の安全利用の促進についてのご質問にお答えいたします。 

 初めに、自転車安全講習会でのＴＳマークの発行についてのその後の協議状

況ですが、ＴＳマークは、ご指摘のように、自転車整備士が自転車の点検整備

を行い、それに賠償責任保険が付帯する制度であり、警察や業界団体からは、

講習会の中で実際に自転車の整備を行うことは、時間的な制約や資材や部品の

用意が難しく、有償となるなど、講習会での実施は難しいとの見解が示されて

おります。また、区が独自に条例を制定した場合ですが、区内で自転車を購入

した区民の方のみが対象とならざるを得ず、負担の公平や区内での自転車販売

台数の減少などの課題が生じると考えられます。しかし、自転車による交通事

故が多発し、女子高校生が 5,000 万円を超える多額な損害賠償を命じられるな

どの事例が見られるなど、議員ご指摘のとおり、ＴＳマークの普及促進や交通

傷害保険の強制加入など、社会全体で自転車事故の損害を負担する仕組みづく

りを議論する時期に来ていると考えております。保険の強制加入は国レベルで

の検討となりますが、ＴＳマークの普及については有効な仕組みづくりを引き

続き検討してまいります。 

 次に、立会道路の自転車走行レーンに矢印の路面表示をとのご提案ですが、

整備当時、警視庁からは、矢印を路面に表示することは難しいとの見解を示さ

れており、自転車の進行方向をわかりやすくする他の表示方法について検討し

てまいります。 

 次に、補助 205 号線への自転車走行レーンについてですが、平成 24年度末ま

でに西大井広場公園前から大井三叉交差点まで約 900 メートル整備が完了する

予定でございますので、早急に警視庁と協議し、道路整備に合わせて自転車走

行レーンの整備を図ってまいります。 

 なお、今後の自転車走行レーンの拡大についてですが、既存道路では条件が

整う路線が少ないため、都市計画道路の整備などの機会をとらえ、検討してま

いります。 



 最後に、自転車区民共同利用システムの導入についてですが、いわゆるコミ

ュニティサイクルについては、観光地などで成功している事例がある反面、都

市部では共用自転車が新たな放置自転車となったり、自転車が私物化されるな

どの理由から廃止した自治体の例もございます。したがいまして、検証結果等

を研究しつつ、品川区の狭隘な道路状況などを勘案し、歩行者や自転車利用者

の安全を第一に施策を考えてまいります。 

 

 


